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利根川首都
圏広域氾濫

東京湾高潮
氾濫

中京圏 大阪水害
（高潮）

浸水面積 530㎢ 280㎢ 490㎢ 84.5㎢

浸水区域人口 230万人 140万人 120万人 100万人

死者数 2,600人 7,600人 2,400人 380人

孤立者数 110万人 80万人 ― 64.2万人

５ 国難レベルの巨大災害に対応するため、事前復興に取り組むことができる
財政支援制度等の創設 （内閣府、総務省）

【要望項目】
１ 被災から早期の復旧・復興を果たすため、ハード・ソフトの両面で事前の備えから復旧・復興までを見据えた包括的・体系的な
交付金などの財政支援制度を創設すること。
２ 被災者が早期に生活再建を果たすため、被災者生活再建支援制度へ安定的かつ充実した財政措置を行うこと。

【防災対策部】

１ 国難レベルの巨大災害発生の危惧

出典 復興庁「復興の現状」（平成30年８月）を基に三重県作成 ※仮設住宅：内閣府調べ

３ 復興への長い道のり

出典 内閣府「防災白書」、内閣府調べ（支給額は被害発生年度ベース）

２ 大規模水害発生の可能性

４ 減災対策と復興対策には予算確保が必要

復興の短縮を図るためには事前の防災対策が重要

平成30年７月豪雨は広域的な被害をもたらしたが、
国難レベルの風水害対策も急務

事前復興を支援する、包括的な財政支援制度が必要

■被害想定（※東日本大震災の被災状況）

国力を最大限投入した事前対策が必要

■東日本大震災の復興状況と防災対策 ■防災関連予算と被災者生活再建支援制度の支給額累計

出典 中央防災会議大規模水害対策に関する専門調査会（平成22年4月）
国土交通省水災害に関する防災・減災対策本部（平成28年8月）
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出典 中央防災会議南海トラフ巨大地震対策WG、同首都直下地震対策検討WG、東日本大震災
緊急対策本部、大規模災害時における被災者の住まいの確保策に関する検討会、内閣府

‼

“

“

南海トラフ地震 首都直下地震 東日本大震災

死者・行方不明者 323,000人 23,000人 19,533人

全壊焼失家屋数 239万棟 61万棟 121,768棟

一時避難者数 950万人 720万人 47万人

仮設住宅数 205万戸 94万戸 123,723戸

被害額 220.3兆円 95.3兆円 16.9兆円

事前復興を支援する
包括的な財政支援制度の創設

今後の大規模災害に備え、持続
可能な地域を創るため、
〇事前復興の考えを取り入れた自由
度の高い施設整備交付金の創設
（海岸整備等に取り組めた全国防災事業に
代わる事業）

〇南海トラフ地震津波避難対策特別
強化地域で、未だ実施０（ｾﾞﾛ）件の
防災集団移転促進事業に、住宅 ・
土地購入への追加補助や公営住宅
整備事業の創設

〇早期の生活・住宅再建を可能とする
まちづくり整備事業等の充実

必要性・制度

被災者生活再建支援制度への
財政措置

〇被災者生活再建支援基金への、
安定的かつ充実した財政措置
残高 23年度（ピーク時） 1,005億円

31年度(見込み） 205億円

〇超大規模災害時の特別措置の制度化

制度

2045年には県南部沿岸地域の市町の多くで５割を超す人口減少が生じ、
南海トラフ地震の被災により、まちの消滅が危惧される

■被害想定（三大都市圏）

大きく減少した
ところで発災

阪神・淡路
大震災 被災者生活再建支

援制度支給額累計

支給額も既に約4400億円！

防災関連予算

東日本
大震災

着工

同意

事業者支援

売上回復

100％

東
日
本
大
震
災
の
復
興

28年度 29年度 30年度 31年度

100％

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（2015） （2016） （2017） （2018） （2019） （2020）

防災
対策

（2010） （2011） （2012） （2013） （2014）

緊急防災・減災
事業（地方単独）

2.0万戸 1.7万戸 1.2万戸

全国防災事業
（直轄・補助）

1.4万戸

熊本
地震

仮設住宅
入居戸数

45.0％

仮設住宅
入居戸数 12.4万戸 11.8万戸 10.1万戸 8.3万戸 6.1万戸 3.4万戸

29.9％ 32.5％ 36.6％ 40.3％ 44.8％ 45.2％

70％ 完了 82％完了 91％５％ 完了 22％完了 45％完了
99％

完了

99％着工 99％ 着工 99％着工まちづくり
（防災集団移転等）

同意 １％ 着工 84％着工 98％着工

完了 52％完了 58％完了 39％完了 42％完了 49％完了 37％ 完了 39％

着工 94％着工 98％
復興道路等

着工 63％ 着工 86％

7.3万人 5.8万人34万人 30.9万人 26.4万人 22.5万人 17.1万人 11.9万人

集中復興期間 復興・創生期間

避難者数 47万人
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【防災対策部、雇用経済部、県土整備部、教育委員会事務局】

○平成30年7月豪雨では、
多くの地域に特別警報が発表されたが

避難指示対象者の避難率は平均約4.6%（報道）に
とどまる

○平成30年７月豪雨では、

安否不明者の氏名等の公表について、３県の対応が分かれる

【要望項目】
１ 特別警報等の防災気象情報や地方自治体の避難情報等が、住民の避難行動にいかに結びついているか検証すること。また、特別警報の発表基準等の精度向上や「避難勧告等に
関するガイドライン」の早期見直しを図るとともに、特別警報を含む警報は住民の避難行動に深く関連するため、これらが持つ意味について住民に対し一層の周知を図ること。
２ 災害時の安否不明者の氏名等の取扱いに係る指針を作成すること。

３ 大規模災害発生時に早急に電力インフラを復旧できるよう、電力事業者に危機管理態勢の再点検を指導すること。

４ 帰宅困難者の一時滞在施設確保のための制度化や、地震発生時の鉄道運行情報等の発信のあり方について検討すること。

５ 公立学校における安全確保対策や教育環境の改善を進めるための施設整備について、十分な財源を確保するとともに、生徒の人命に関わる安全確保対策については、高等学校

に対する補助制度を創設すること。あわせて緊急時において迅速かつ柔軟な対応ができるよう、制度の改善を行うこと。

また、避難路沿道建築物の耐震化促進のため、耐震対策緊急促進事業の補助金制度を延長すること。

６ 大規模災害発生時における踏切の長時間遮断対策について、具体的な対応方針を早急に示すこと。

防災気象情報や自治体の避難情報等が
住民の避難行動に結びついていない

災害時の安否不明者の氏名等の取扱い
が、自治体により異なる

災害時の安否不明者の氏名等の取扱い
について、国の指針が必要

踏切の長時間遮断により、渋滞の発生
や救急車の到着遅延などが発生

○大阪府北部を震源とする地震では
・救急車到着が遅延（大阪府摂津市） 通常 ７分⇒ ４２分も

○東日本大震災
・渋滞が発生し、避難所へ
たどり着けない事例

（岩手県、宮城県、福島県の５市町）

○大阪府北部を震源とする地震では、

・朝の通勤ラッシュ時に発生し、帰宅困難者が続出！
・鉄道各社によると、地震の影響人員は270万人超！
・交通機能がまひし、復旧が夜になるところも！

一時滞在施設確保のための
制度化や鉄道運行情報等の
発信を検討することが必要

○異常気象対策
・エアコンの設置など、公立小中学校
や高校等における環境整備が必要

○ブロック塀の撤去・改修など
・公立小中学校・高校等における安全確保対策が不十分
⇒緊急的に対応が必要

・通学路の安全確保のため、民有地のブロック塀対策の推進
⇒支援制度の創設などが必要

１課
題

課
題２

課
題３

５課
題

交通機能がまひし、
多くの帰宅困難者が発生 ６課

題４ 課
題

地震や異常気象から、通学路や学校施
設での子どもの安全等を確保

被害の拡大防止や速やかな復旧・復興
に向けて、停電対策が必要

◆三重県北中部
・避難や緊急車両通行時に道路が踏切で分断されるおそれ
⇒現状では指針が無く、避難の検討が進まない。

☜ 避難情報の意味を理解できなかった。
☜ 自分の家は安全だと思った。

避難勧告等に関するガイドラインの見直しや、
警報や避難情報等が持つ意味の一層の周知が必要

大規模災害発生時における
踏切に係る国の指針が必要

学校施設等におけるブロック塀の撤去・改修、
エアコン設置等の早急な実施が必要

○北海道胆振東部地震では、北海道全域で
「ブラックアウト」が発生

・大規模災害時の電力インフラの復旧態勢に不備
・復旧に関する情報不足やデマが発生し、住民の不安を増長

災害時の危機管理態勢の再点検について
電力事業者への指導が必要

岡山県（7/11） 広島県（7/14） 愛媛県（7/13）

安否不明者
名字をカタカナ表記

で発表

行方不明者 非公表

氏名・住所・年齢
を公表

家族の同意を条件
に公表

（実際の公表はゼロ）

６ 「大阪府北部を震源とする地震」および「平成30年７月豪雨」等で顕在化した課題への対応
（内閣府、文部科学省、経済産業省、国土交通省、気象庁）

迅速な特定作業 個人情報保護

県や市町による公表判断は、個人情報保護が絡むため、困難

○台風第21号でも「大規模停電」が発生
◆三重県内の停電状況

・延べ約２９万戸

・ピーク時は県内の約３分の１が停電（契約件数ベース）
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